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社会保障改革の行方
― 福祉レジームの新しいかたち ―
土田　武史
はじめに
最初に本稿の課題について述べておきたい。2012 年 11 月に北海道大学で「諸外国におけ
る社会保障改革－福祉レジームの新しいかたち－」と題するシンポジウム (1) があり、コメン
テーターとして参加した。そこではスウェーデン、イギリス、フランス、ドイツにおける社
会保障の安定財源の確保と機能の強化に向けた改革について報告とパネルディスカッション
が行われた。本稿はそこで議論されたヨーロッパ諸国の動向をふまえながら日本の社会保障
改革について検討を行うことを課題としている。副題を同じくしたのは、シンポジウムで各
国の報告についてコメントをし、報告者や会場の参加者とのディスカッションを行いながら、
この議論をベースに日本の社会保障改革について考えてみたいという思いを強く感じたこと
をふまえてのものである。
なお、本稿の前半で各国の動向を簡単に述べているが、それらの動向は上記のシンポジウ
ムで取り上げられたことと重なっているものが多い。しかし、その内容は日本の社会保障改
革を検討するにあたって重要と思われることを私自身の認識のもとに記したものであり、シ
ンポジウムの報告や議論とは異なっていることを付言しておきたい。
北大でのシンポジウムで非常に大きな学問的刺激を受けたことに対して、報告者と参加者
と司会者に対して心から感謝の意を表したい。
1.　欧州諸国における社会保障の新しい動き
（1）20 世紀型福祉国家の特徴
エスピン・アンデルセンの福祉レジーム (2) の類型化については批判や異論も少なくないが、
(1) 詳しくは北海道大学公共政策大学院『年報公共政策学』第 7 号（2013 年 5 月）を参照。
(2) エスピン・アンデルセンの「福祉レジーム」という語は「福祉国家」と同一ではないが、本稿では他の
議論との統一を図るため「福祉国家」と区分しないで使用している。福祉レジームの類型化については、
エスピン・アンデルセン著／岡沢憲芙・宮本太郎監訳『福祉資本主義の三つの世界』ミネルヴァ書房、
2001 年、を参照。
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20 世紀の欧米福祉国家をとらえるとき、その類型化を用いることには一定の有用性があると
思われる。その３類型として描かれている 20 世紀型福祉国家の特徴を列記すると、以下の
ようにいうことができる。
まず、社会民主主義的福祉国家においては、脱商品化の程度が高く、また脱家族化の程度
も高い。社会福祉サービスを中軸に社会保険、公的扶助等が制度化されており、制度の管理
運営においてはサービス提供も含めて政府・自治体の役割が大きく、税による財源が大きな
ウエイトを占めている。公共サービスが、医療・介護に加えて子ども・子育て、職業訓練な
ど現役世代に対しても手厚く行われている。
それに対して、保守主義的福祉国家においては、脱商品化の程度が中程度で、脱家族化の
程度は低い。男性稼ぎ主の安定的な雇用と家族扶養を前提として、各種社会保険を主軸に公
的扶助、社会福祉サービス等が制度化されている。社会保険は、職業・産業・地域などを単
位とする多くの中間的な保険組織によって運営されている。また、福祉サービスの供給にお
いては非営利の各種福祉団体の役割が大きい。
自由主義的福祉国家においては、脱商品化の程度が低く、脱家族化の程度は中程度である。
人びとの生活保障は基本的に雇用と家族に委ね、社会保障の役割は限定的である。市場の役
割が大きく、企業や個人を対象に民間によるサービス供給が広く行われ、公的なサービス給
付は主として貧困者、高齢者、母子、障害者などハンディキャップを有する人びとを対象に
して行われている。
（2）雇用・家族・財政の揺らぎによる社会保障改革の動き
20 世紀型福祉国家では上記のような３つの類型がみられたのであるが、1990 年代半ばか
らの経済社会の変化にともなってそれらの国々では大きな変化が生じている。端的にいうと、
いずれの国家でも雇用、家族、財政のあり方が変化するのにともなって、社会保障の仕組み
が揺らぎ、しかもその揺らぎには共通性がみられることである。主な変化としては以下のよ
うなことがあげられる。
１つは、就労と連携した所得保障策が講じられていることである。1990 年代半ば以降、経
済のグローバル化により企業間競争が激化するのにともない生産性の低い産業・企業は淘汰
され、人件費をはじめとしてコスト削減が進み、失業者や不安定就労が増大した。しかも、
国家財政が逼迫し、従来のような失業給付や公的扶助を行うことが難しくなっていることか
ら、多くの国々ではいずれも就労と連携した所得保障対策が講じられるようになった。いわ
ゆるワークフェア的な政策である。
もっとも、細かく見ていくとその内容は一様ではない。社会民主主義的レジームの北欧諸
国では、生産性の低い分野での解雇を柔軟化させる一方、失業者に対しては所得保障と並ん
で職業訓練を充実化させ、生産性の高い分野における雇用へとシフトさせていく政策が講じ
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られた。フレキシキュリティあるいはアクティベーションと称される政策である。また、保
守主義的レジームのドイツでは、失業保険と公的扶助について改革が行われ、労働能力のあ
る失業者・貧困者への給付を制限し、その職歴や資格とは異なる単純作業（“１ユーロジョ
ブ”）であっても就労した場合にはその収入にプラスした給付を行うという仕組みを導入し
た。ドイツのワークフェア改革といわれるハルツ改革である (3)。さらに、自由主義的レジー
ムのイギリスでは、低所得者に対して就労していることを条件に給付つき税額控除を導入し、
さらにそれをユニバーサルな仕組みへと拡大している。このようにいずれの国々においても
就労連携型の所得保障という点で共通した特徴がみられるが、所得保障の仕組みや給付レベ
ル、職業訓練との連携などの点では大きく異なっている。
２つには、いずれの国においても家族支援サービスの充実が図られていることである。こ
れまで社会民主主義型の北欧諸国の特徴とされてきた家族支援サービスが、保守主義型のフ
ランスやドイツでも、また自由主義型のイギリスでも重要な政策課題となり、育児対策や介
護対策の充実化が図られている。もっともその具体的な仕組みは、先の就労連携型の所得と
同じく国によって異なり、自治体が担ったり、社会保険を用いたり、NPO や社会的企業あ
るいは民間企業を活用したり、多様な方式が採られている。
３つには、財源確保策において、社会民主主義型では税方式、保守主義型では社会保険方
式、自由主義型では市場活用方式といった従来の区分が明確でなくなり、多様な対策が講じ
られていることである。社会保険方式であったフランスでは福祉目的税（CSG）が導入され、
社会保障財源の大きなウエイトを占めるようになり、ドイツでも年金保険や医療保険に税が
投入されている (4)。一方、スウェーデンの年金改革では社会保険方式による所得比例年金を
ベースに税財源による最低保障年金を組み合わせた方式が導入された。さらに、イギリスや
ドイツでは、年金保険や医療保険の上乗せ部分として、民間保険を活用した仕組みが講じら
れている。
４つには、社会保障の担い手も変化し、多様化するとともに重層的な仕組みになってきた。
とくに顕著な変化は、多くの分野において地域社会の役割が大きくなってきたことである。
イギリスの NHS 改革では医療の機能分担や住民への医療サービス等において地域の行政や
団体が中核的役割を担うようになり、ドイツの介護保険改革で導入された地域包括ケアの推
進においても地域団体等の役割が重視されている。また、スウェーデンの社会保障では中央
政府と県（ランスティング）と市町村（コミューン）の役割分担が明確化され、地方が独自
の権限を有するようになった。また、ドイツでは、公的年金の水準引下げを補完するものと
(3) ドイツのハルツ改革については、土田「ドイツにおける雇用と社会保障」『けんぽれん海外情報』No.7，
2006 年、田畑洋一『ドイツの最低生活保障』学文社、2011 年、を参照。
(4) フランスとドイツの財源調達等の新たな動向については、本田達郎「フランスとドイツの年金制度改革
－少子高齢化の中での社会保険方式の改革－」『共済新報』2013 年９月号、を参照。
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して任意加入のリースター年金が導入され、医療保険でも法定給付に加えて加入者の選択に
よる選択タリフ（付加給付）が設定されるなど、公的制度の上に個人の選択と責任による民
間保険の仕組みが上乗せされている。
（3）欧州諸国の社会保障改革の方向
このように３類型に共通した社会保障改革が行われているが、こうした動向について、類
型化された境界を越えて差異の少ない福祉国家へと収斂していくのか、あるいは現在の状況
は外見上の収斂であって再び分岐していくのかという問いが投げかけられている。それにつ
いてここで答えを出すのは難しい。ただし、欧州諸国の社会保障の各分野における改革をみ
るとき、今後の方向についても共通したものを読み取ることはできるように思われる。それ
について若干ふれておこう。
まず、年金制度については、公的年金のウエイトが低下していくことが指摘できよう。そ
れが年金額の引下げ、支給開始年齢の引上げ、年金額の上限設定、その他どのような方法に
よって行われるのかは国によって異なるが、現行水準より引き下げられていく傾向が共通し
てみられる。また同時に、高齢化の進展、公的年金の財源確保の難しさ、人びとの対応能力
の向上等を背景に、公的年金水準を引き下げていくことに対する国民の合意形成が図られて
きている。そうした公的年金の引下げに対して、それを補完するものとして私的年金の役割
が強化されてくることも確かであろう。その際の課題としては、公的年金と私的年金の役割
分担をどのようにするか、公的年金の最高限度と最低限度をどのように設定するか、私的年
金に対する公的助成（補助金、税制優遇など）をどのように行うか、といったことがあげら
れよう。また、最低生活水準（公的扶助）とも関連して無年金者・低年金者に対する対応も
不可欠である。
医療制度については、基本的には、従来の給付水準が確保されるような政策がとられてい
くものと思われる。疾病というリスクに対して最適な医療サービスを行うのが医療保障であ
り、そこでは所得保障のような最低保障という概念はない。しかし、最近の医療技術の進展、
薬剤開発の状況等からいって、公的医療給付の水準をどの程度とするか（混合診療の導入の
是非を含む）、患者負担の水準をどの程度とするかという問題が生じてくるのは避けられな
い。また、慢性疾患（糖尿病、高血圧症、精神疾患等）への対応、疾病予防活動の取組み、
保健・介護・福祉と医療との連携などが大きな政策課題となってくる。こうした医療対策を
進めるうえで財政対策が課題となり、社会保険方式をとっている国でも税負担が増大するこ
とは避けられないであろう。もっとも、医療については、外来と入院、法定給付と付加給付、
医療供給システム等について歴史的経緯や医師と住民との関係等の差異が大きく、各国の政
策を一様に論じることが難しい。
また、子ども・子育て支援、就労支援など現役世代に向けた対応がいっそう強化されてい
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くことは確かであろう。子育て支援として経済的対応と施設の充実のいずれにウエイトをお
くかは国によって異なる。また、若齢者の就労支援、ワークライフバランス、子育て世代の
生活保障の確保等がいっそう重要な政策として展開されていくであろう。
さらに、いずれの国でも貧困・社会的排除に対する対策は今後も重要な政策として展開さ
れていくであろう。ヨーロッパ諸国では「貧困の罠」への対応を兼ねてワークフェア的な対
策が主流となっていくものと思われるが、それに加えて子どもの貧困対策として「貧困の連
鎖」を断つために、就学前養育の充実化等が図られていくであろう。貧困・社会的排除へと
取り組みは、今後も国によって差異を示しながら重層的なセーフティネットの構築に向うも
のと思われる。
さらに、ジェンダー平等化が福祉国家政策の主要な課題として今後も推進されていくこと
は間違いないであろう。それとともに、ワークライフバランスの確保策、家族生活の多様化
への対応、育児対策・ケアレジーム改革との連携などが重要な政策として推進されていくも
のと思われる。
2.　日本の生活保障機能と社会保障改革
（1）日本の生活保障システムの基本的特徴
以上のような状況をふまえて、次に日本の社会保障改革がどのような特徴をもち、どのよ
うな方向に向おうとしているのかということについて検討してみよう。
その検討を行うにあたって、最初に日本の生活保障システムの基本的特徴について簡単
に述べておこう。ここでいう「生活保障」とは、労働と社会保障が結びつきながら人々の生
活を支える仕組みを意味している。一般に福祉国家においては、多くの世帯が賃金その他の
労働によって得た所得で生活を営んでおり、病気・老齢・死亡・失業・障害等の生活事故に
あった場合に社会保障による給付が行われ、生活が維持されていく。生活保障とはそうした
労働と社会保障が結びついて生活を維持していく仕組をいうが、これまではそうした両者の
結びつきがとくに注目され、問題となることは少なかった。しかし 1990 年代半ばから人々
の生活を取り巻く状況が大きく変容するなかで労働と社会保障のあり方が問題視され、その
両者を結びつけた生活保障のあり方が注目されるようになってきた (5)。
生活保障という視点からみた場合、日本では高度経済成長期から 1990 年代半ばまでは労
働による生活保障機能が主柱をなしてきた。すなわち、正規労働者とその家族の生活を支え
る「生活給」が、1960 年代中頃から長期雇用（終身雇用）とマッチして職能給＝年功賃金と
して定着し、正規労働者の生活を支える雇用システムがつくられた。また、そこでは企業別
(5) 生活保障については、大沢真理『日本の生活保障システム－座標とゆくえ－』岩波書店、2007 年、宮
本太郎『生活保障－排除しない社会へ－』岩波書店、2009 年を参照。
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労働組合の要求と労使関係安定を求める企業側の意図との一致がみられた。こうして長期雇
用と年功賃金と企業内労働組合という日本的雇用慣行と称される仕組みが形成され定着して
いった。また同時に、職業訓練が OJT を基軸として企業内の職業訓練システムとして構築
され、日本企業の大きな特徴となった (6)。さらに、住宅対策、健康管理を中心に労働者とそ
の家族の生活に関してさまざまな企業福祉（企業内福利厚生）事業が展開された。1970 年代
には企業福祉が大きく展開し、長期雇用と年功賃金をベースに持ち家対策や退職金・企業年
金などを社会保障と連携させた「生涯生活設計」が多くの企業で導入された (7)。こうして労
働を通じた生活保障の仕組みが構築され普及していった。また、この頃から低賃金で働く主
婦パート、学生アルバイト等の非正規労働者が存在していたが、その収入は家計補助的であ
り、景気変動による雇用調整の対象としてバッファー的な役割を担っていた。
一方、社会保障の中心は、主として正規労働者を対象にした社会保険制度であった。その
場合、雇用を通じての生活保障機能が大きな役割を果たしていたことから、社会保障におけ
る生活保障機能は副次的、補完的な役割にとどまっていたことに留意しておかなければなら
ない。1973 年の改革以降、年金保険や医療保険の充実が図られていったが、そこでは退職老
後の生活を支える年金水準の引上げや家族に対する医療給付の引上げ等に重点が置かれてお
り、ヨーロッパ諸国に比べると社会保障費の水準は相対的に低い水準にとどまっていた。い
わば安上がりの福祉国家であったといってよい。
そうしたなかでいま一つ留意しておかなければならないのは、産業構造の変化と高齢化の
進展にともない、社会保険制度の内実が変化していったことである。医療保険では、自営業
者と農民を主な対象としていた国民健康保険において自営業者・農民の割合が減少し、定年
退職者をはじめ高齢者のウエイトが大きくなり、それとともに市町村国保の財政問題が大き
な課題となってきた。また、年金保険においても自営業者等を対象にした国民年金が、自営
業者等の減少とともにその財政見通しも次第に逼迫した状況となり、対応が求められるよう
になった。
そのような変化に対して高度経済成長期から 1970 年代末までは、国民健康保険および国
民年金への国庫負担の傾斜的配分によって対応してきたが、低経済成長のもとで財政が悪化
し、財政再建が大きな政治課題となり、1980 年代に入ると社会保障制度の抜本改革が行われ
た。医療保険においては、1982 年に老人保健法が制定され、国庫負担の一部を被用者保険
(6) 日本の労働社会の特徴については、濱口桂一郎『新しい労働社会』岩波書店、2009 年。 
(7) 企業内福利厚生の展開については、土田武史「70 年代以降の企業福祉の展開－「生涯総合福祉プラン」
を中心に－」日本社会事業大学『社会事業研究所年報』第 22 号、1986 年、小池和男「企業福祉の国際
比較」（『日本の熟練』有斐閣、1981 年）、藤田至孝『生涯総合福祉プラン－その理論と設計』産業労働
研究所、1983 年、社会経済国民会議・丸尾・桐木・西原編『日本型企業福祉－生産性と働きがいの調
和』三嶺書房、1984 年を参照。
社会保障改革の行方
— 7 —
に肩代わりさせるという財政調整が講じられた。続いて 1984 年に健康保険法等が改正され、
被用者保険の本人１割負担の導入、退職者医療制度の創設等が行われた。年金保険では 1985
年に改革法が制定され、国民年金を全国民対象の基礎年金に改め、厚生年金保険をその上乗
せの報酬比例年金とするなど全面的な改革が行われた。それらの医療保険および年金保険の
改革においては制度間の財政調整によって老人保健制度や国民年金に被用者保険からの費用
を導入し、国庫負担の軽減化を図るという方策が講じられた。
こうした改革により社会保障はしばらくは安定した状況がもたらされた。また、バブル経
済による潤沢な財政を背景に 1989 年には「高齢者保健福祉推進 10 カ年計画」（ゴールドプ
ラン）が策定され、90 年から本格的な高齢化社会への対策が講じられた。
（2）生活保障システムの変化と社会保障の機能不全
しかし、1990 年代半ば以降、日本の生活保障をめぐる状況は大きく変わった。経済のグ
ローバル化の進展、バブル崩壊後の長期不況のなかで、日本型雇用システムは大きな変容を
余儀なくされた。多くの企業でリストラが行われ、成果主義賃金が導入され、それまでの長
期雇用、年功賃金、企業内福利厚生が大幅に後退し、それに対する企業内労組の抵抗も著し
く弱まった。こうして雇用による生活保障機能は大幅に後退していった。
2000 年代に入ると、主婦パートや学生アルバイトに加えて、中高年男子のパートタイム
労働者、契約社員、派遣社員、フリーターと称される若者など非正規雇用の労働者が増大し、
雇用労働者の３分の１を占めるようになった。また、職業訓練の機会がなく未熟練・不熟練
のまま年を重ねる者も多くなった。非正規労働者はその収入が家計補助的ではなく家計の主
な収入となる者も多く、雇用調整の対象となった場合は失業者として生活の危機に瀕してし
まう人びとが急速に増大していった。ワーキング・プアやホームレスが大きな社会問題とし
て取り上げられるようになった。さらに、高齢者世帯や単身者世帯が増加していくなかで、
そこでも生活困窮者が増加していった。
このように労働を通じての生活保障機能が低下していくのに対して、本来であれば、社会
保障が機能し、人びとの生活を支えていかなければならなかった。しかし、社会保障は従来
の補完的役割から脱皮しえず、状況の変化に対応できなかった。その理由としては次のよう
なことがあげられる。１つは、経済のグローバル化、長期不況を背景に企業間競争が激しく
なり、コストダウンが至上命令となるなかで人件費が抑制され、それにともなって社会保障
では保険料収入が低位で推移し、その機能強化を図る財政的余裕がなかったことである。２
つには、高齢者三経費（基礎年金・老人医療・介護にあてる社会保障給付費）が増大し、そ
の抑制を図ることが優先的な課題となっていたからである。
そのため、経済のグローバル化、長期不況の影響が強くなってきた 1990 年代後半から
2000 年代初めにかけては、労働による生活保障機能の低下を社会保障の強化によって対応し
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ていくという余裕はほとんどなく、日本の経済状況が悪化していくなかで少子高齢化にとも
なって増大していく社会保障財政をいかにしてコントロールするかということが最大の課題
であった。その頃から「社会保障制度の持続可能性確保」が改革の課題となってきたが、そ
れは基本的には高齢者に対する給付費の増大をいかにして抑制し、社会保障財政を維持する
かということであり、そのための制度改革が求められたのである。
（3）社会保障の持続可能性確保のための改革
2000 年代の中頃から社会保障の各分野において制度改革が行われた。まず、2004 年に年
金改革法が制定された。従来、公的年金制度では自動物価スライドと５年ごとの財政再計算
に伴う賃金スライドによって確定給付年金を算定し支給してきた。しかし、財政再計算の基
礎となる将来人口推計の予想を大きく上回って少子高齢化が進展し、後代世代の負担が増大
するとともに、世代間の負担と給付のアンバランスが問題とされてきた。
そのため、2004 年改革では、保険料水準の上限を固定し（2017 年に厚生年金保険料率は
18.3％、国民年金保険料は 2004 年度価格で 16,900 円）、その範囲内で年金を支給するという
確定給付型に近いかたちに改めた。そのうえで、年金額の算定に当たっては人口減少による
現役世代の負担増を緩和するため、人口要因等を加味したマクロ経済スライド方式（具体的
には賃金・物価の上昇率からスライド調整率として 0.9％を差し引くというもの）を導入し
た。これによって従来のモデル年金では所得代替率 60％程度とされてきた年金水準が低下し
ていくことになるが、所得代替率が 50％に達した段階で固定し、それ以上の引下げは行わな
いこととした。さらに、財政対策として、国民年金に対する国庫負担を従来の年金給付額の
３分の１から 2 分の１へと引き上げること、後代負担の軽減のため約 200 兆円（積立比率で
は約 4.5 年分）あった年金積立金を取り崩し、100 年ほどかけて積立比率を 1 年分くらいま
で引き下げることとした。
2005 年には介護保険改革が行われた。その主なものは要介護度の低い者が増大していく
のに対応して、要支援を２段階に増やし支援策を強化することで自立促進を図ること、地域
密着型の対策を強化しグループホーム・認知症対策・リハビリテーションなどを充実するこ
と、また医療保険改革と連携して療養病床の再編を行い、介護保険適用の療養病床を廃止す
ることなどが講じられた。
続いて 2006 年に医療制度関連改革法が制定された。そこでは、①医療費抑制策として、
健康診査と保健指導の強化による生活習慣病対策、療養病床の縮小再編と在宅医療対策の強
化による在院日数の短縮、高齢者の患者負担の引上げ、標準報酬上限の引上げ等が行われた。
②老人保健制度に代わって 75 歳以上を対象に後期高齢者医療制度が創設され、また 65 ～ 74
歳の前期高齢者を対象に医療費の財政調整策が講じられた。③保険者組織が改められ、政府
管掌健康保険に代わって公法人の全国健康保険協会が保険者となる協会けんぽが設立され、
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都道府県単位での保険運営が図られることになった。また、市町村国保の財政基盤強化策と
して都道府県単位での共同事業の拡大等が講じられた。④医師不足問題、救急医療や在宅医
療強化に向けた医療法改正と診療報酬改定が行われた。
以上のように、少子高齢化を背景にした制度改革と財政対策の強化を企図した社会保障の
制度改革が相次いで行われたのであるが、その頃から非正規労働者の増大、貧困者・低所得
者の急増等が社会問題として取り上げられるようになり、社会保障の新たな改革が求められ
た。
（4）社会保障の機能強化に向けた改革の推移
2008 年１月に設置された社会保障国民会議で打ち出されたのは、それまでの「社会保障
の持続可能性確保」と並んで「社会保障の機能強化」を同時に達成する路線への転換であっ
た。すなわち、同年 11 月の最終報告書では、先の一連の改革によって社会保障と経済財政
との整合性、制度の持続可能性は高まったとしつつも、社会保障は少子高齢化対策の遅れ、
高齢化の一層の進行、医療・介護のサービス提供体制の劣化、低所得者に対するセーフティ
ネット機能の低下、制度への信頼の低下など多くの課題に直面していることが指摘され、今
後は「制度の持続可能性」の確保と同時に、社会経済構造の変化に対応した「社会保障の機
能強化」に重点をおいた改革に取り組んでいくことが提示され、そのための財政対策を講じ
ることの重要性が指摘された。
この議論を受けて設置された「安心社会実現会議」が 09 年６月にとりまとめた報告書で
は、国民が安心して働き能力を発揮できる社会を構築することが、社会の活力を蘇らせるた
めの必須条件であるとし、その実現に向けた提言が行われた。具体的には、2010 年代半ばま
でに達成すべきこととして、雇用を軸とした社会の土台部分の構築が必要であるとされ、子
育て世帯・働く低所得世帯の支援などを緊急に行うべきこととして提言された。そこでは明
らかに労働による生活保障機能の低下をふまえた社会保障改革の必要性が認識されていたと
いえよう。
2009 年秋の総選挙で民主党政権が誕生し、上記のプランが実現されないままに終わった。
民主党政権においても社会保障の機能強化が必要であることは認識されていた。しかし、そ
のための方策は大きく異なっていた。年金制度においては、現行制度にかわって所得比例年
金と最低保障年金を組み合わせた新たな改革案を提示し、医療保険制度においては後期高齢
者医療制度を廃止して新たな高齢者医療制度を創設することとした。さらに、児童手当に代
えて子ども手当の創設、高校授業料の無料化、農家所得補償制度の創設などが提示された。
それらの民主党政権の社会保障改革についてはすでに論じているので (8)、ここでは繰り返
(8) 土田「社会保障制度改革」川辺・嶋村・山本編著『日本の成長戦略』中央経済社、2012 年、参照。
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さないが、総じて既存制度の歴史や制度内容等への認識が乏しく、改革案の実現にむけた詳
細な制度内容の検討、制度改革へのプロセスなどの検討も不十分であり、少なくとも社会保
障分野においては政権担当能力に疑問を抱かせるものであった。
そうしたことから 2011 年になると、民主党政権はそうした当初の改革案から離れ、先の
自公政権下の「社会保障国民会議」と「安心社会実現社会」の流れに沿ったものへと方向転
換が図られた。そうしてつくられたのが「社会保障・税一体改革関連法案」であった。2012
年６月、民主・自民・公明の３党合意による改革法案が衆議員を通過し、８月には参議院で
可決・成立した。この改革法では、非正規労働者に対する被用者保険の適用拡大、低所得
者・障害者に対する補助金支給、老齢年金受給資格期間の短縮をはじめ幾つかの改革が行わ
れたが、少子化対策、高齢者医療や市町村国保の改革、年金制度改革など与野党の主張が一
致しない事項については「社会保障制度改革国民会議」を設置し、そこでの検討を経て改革
を行うこととなった。2012 年 11 月に社会保障制度改革国民会議が設置され、その直後の総
選挙で民主党が大敗し、自公政権が誕生するという変化をはさんで、検討が進められ、2013
年８月に報告書が提出された。これを受けて政府は、改革に向けたプログラム法案を策定し、
14 年度から順次実施されていくことになっている。
次に、社会保障・税一体改革関連法による主な改革と社会保障制度改革国民会議の報告書
における改革提案について検討し、社会保障の機能強化という視点から若干のコメント行う
こととしたい。
3.　社会保障・税一体改革と社会保障制度改革国民会議の改革案
の検討
（1）年金制度改革
年金改革で注目されたのは、非正規労働者への被用者保険の適用拡大であった。多くの
議論が行われた結果、最終的に民主党政府の下で決定されたのは、短時間労働者を対象とし
て、a）週 20 時間以上、b）月額賃金 7.8 万円（年収 94）以上、c）勤続 1 年以上、d）学生は除
外、e）従業員 501 人以上という条件に合致する者に対して被用者保険を適用するというもの
で、実施は 2016 年４月から、対象者数は 45 万人ということであった。被用者保険が適用さ
れない非正規労働者数が 600 万人、そのうち短時間労働者が 380 万人といわれるなかで、わ
ずか 45 万人というのは余りにも少なすぎる。今後、早急な適用拡大が必要であろう。
また、低年金者への対応として、老齢年金の受給資格期間が 25 年から 10 年に短縮された。
これは一見、救済措置の拡大のように見えるが、長期的には問題である。もし 10 年で受給
者資格ができたとして、そのまま保険料を納めなかったとすると、その場合の老齢基礎年金
額は満額年金の４分の１（現在の水準で月額２万円弱）にすぎない。そうした低額年金者に
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ついては将来、別途の生活保障策が必要となる可能性が大きい。保険料の減免措置があるな
かで、そうした受給資格期間の短縮は再検討を要すると思われる。
低年金者と障害者に対して補助給付が行われることになったが、低年金者と障害者を同一
に取り扱うことには問題がある。20 歳以前に障害者となった場合には保険料負担なしで 20
歳から障害基礎年金が支給されるなど、障害者に対して年金での対応が図られているが、そ
れだけで生活を維持するのは厳しく、さらに障害者の稼得能力が一般に低く他の方法で所得
を得ることが難しいため、その生活保障水準は低い状況にある。そうした状況は、低年金者
と大きく異なっている。したがって、障害者に対しては低年金者と区分して、別途の対応を
図ることが必要であろう。今後、所得比例年金が拡大されていく場合には、稼得能力の低い
障害者は低位の年金水準にとどまってしまう。こうした点から考えた場合、障害者について
は、現行の年金制度から切り離し、税を財源とした別途の制度を導入することが必要である
と思われる。
将来の低年金者対応としては、先の非正規労働者への対応も含めて、被保険者に該当する
者の厚生年金保険への適用拡大によって年金水準を引き上げることが必要であろう。この厚
生年金保険の改正においては、それを個人年金化し、第３号被保険者制度の廃止を同時に行
うことが望ましい。個人年金とすることで被用者自身は減額された厚生年金保険料を納付し、
無業の配偶者（専業主婦）は国民年金保険料を納付する。未婚の就業者の保険料も個人とし
ての厚生年金保険料となる。また、専業主婦も個人型の確定拠出年金への加入が可能となり、
将来の所得確保への対応を行うことができる。
社会保障制度改革国民会議の報告では、マクロ経済スライドを実施することを提示してい
る。上記のように 2004 年の年金改革ではマクロ経済スライドの導入によって世代間の負担
と給付のアンバランスが是正されることになっていたが、これまで一度も新たな方式が実施
されなかった。それは改革法ではインフレへの対応策が講じられていたものの、デフレへの
対応は考慮されていなかった。しかも「前年度の名目年金額を下回らない」と特記されてい
たため、一般国民の所得が低下していくなかにあって、年金額は低下されてこなかった。か
ねてから有識者等からデフレ下においては年金も引き下げることが求められていたが、高齢
者の反発を恐れて政府はその対応を講じてこなかった。それに対して社会保障制度改革国民
会議が是正をもとめたものである。マクロ経済スライドの実施が遅れるとその分だけ後代世
代の負担が重くなっていくことからいって当然の措置であり、国民会議がマクロ経済スライ
ドの見直しを求めたことは評価に値する。
年金改革について、先の社会保障・税一体改革関連法で上記の対応策の多くが定められ
ており、社会保障制度改革国民会議で新たに加えたのはマクロ経済スライド方式の見直しだ
けである。国民会議で年金改革をめぐる議論が少なかったのは、国民会議とは別に自由・公
明・民主の３党による実務者協議が設けられ、そこで年金改革の検討が行われることになっ
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ていたからである。しかし、そこでは民主党の改革案（所得比例年金＋最低保障年金案）が
取り上げられなかったため、民主党は実務者協議から離脱した状態となっている。
（2）医療制度改革
社会保障制度改革国民会議報告書でもっとも多くの対策が講じられたのが、医療保険改
革であった。その１つは、国民健康保険の運営を市町村から都道府県に移管することが提言
されたことである。市町村国保の都道府県化は、住民が少なく、高齢化が進んでいる市町村
に対しては有効な方策である。がん治療や人工透析などで高額な医療費が生じた場合、規模
の小さな市町村では保険リスクをカバーするのが難しい。そのため、多くの市町村では一般
会計から穴埋めしており、こうした法定外の繰入額が 2011 年度に国保全体で 3900 億円にの
ぼっている。国保財政を安定させるためには、規模の拡大化は確かに有効な方策である。
しかし、そこには問題も多い。１つには、広域化しても国保のリスク構造は変わらないこ
とである。国保における最大の問題は、先にも述べたように、被保険者構成が変わって高齢
の無職者と低賃金の非正規労働者が多くを占めるようになり、きわめてリスクの高い構造に
なってしまったということにある。国保の広域化によって確かにリスクの高い市町村の財政
は安定化するが、全体のリスク構造は変わらない。２つ目は保険料徴収の問題である。現在
でも大都市部は町村部よりも５％ほど徴収率が低く、規模が大きくなるほど徴収率が低下す
ることが見込まれることである。３つ目には疾病予防や保健指導などは、年齢や家族などを
考慮した対策が必要であり、規模が大きくなった場合にはそうしたきめ細かな対応が難しく
なる。４つ目には、被保険者の連帯意識の問題がある。社会保険は所属する集団内で助け合
う意識が重要である。地域保険の場合はその範囲が拡大するにつれて連帯意識が希薄になる。
国保の広域化については、かねてから日本医師会、国民健康保険団体中央会、全国市長会、
全国町村会長会等が、その意図するところは異なるが、地域保険（国民健康保険）による全
国的な統合一元化を主張してきた。今回の広域化についても、その主張者の多くは統合一元
化への第一歩としている。しかし、日本の医療保険の歴史からいっても、国民皆保険体制の
実態からいっても、医療保険の財源確保をはじめとする安定性の基盤からいっても、その中
核となっているのは被保険者保険、とくに健康保険制度である。ここで詳しく論じる余裕は
ないが、医療保険改革においては健康保険をベースとした制度改革こそが必要であると思わ
れる。その場合には、非正規労働者を含む全ての被用者を厚生年金保険とあわせて健康保険
に加入させること、退職によって被用者保険から国保への移動は行わずに退職者も被用者保
険にとどまること、被用者保険の高齢者についてはいわゆる「突き抜け型」による財政上の
対応を行うことなどが改革の骨格となる (9)。
(9) 健康保険を中核とした改革案については、土田「医療保険制度の課題と将来」『週刊社会保障・社会保
障読本 2013 年版』法研、2013 年を参照。
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また、社会保障制度改革国民会議では、被保険者保険の後期高齢者支援金の算定において、
現在３分の１の報酬割を全面化し、それによって生じる余剰金相当額を協会けんぽへの国庫
負担から差し引き、それを国保に投入することを提案している。これについても問題がある。
確かに総報酬割の全面化は公平性の論理に適うものであり、被用者保険でそれを導入するこ
とには異議はない。しかし、それによる余剰金を国保に投入するという提案には同意できな
い。もし制度間の公平性を求めるのであれば、その前提として国保においても後期高齢者支
援金の半分は総報酬割としなければならないであろうし (10)、被用者保険における高齢者支援
金拠出の余剰金分を国保への投入にあてるというのは、国庫負担の転嫁にほかならず、被用
者保険の事業主や被保険者には納得し難いものと思われる。
さらに、都道府県の主導により医療供給体制を再編することが提案されている。高度医
療を担う総合的医療機関を中心に医療機関を再編し、医師や看護医師、病床数等を効率的に
配分していくというもので、医療法の改定や診療報酬の誘導によってそれらを実現していく
としている。これまでの医師・医療機関の自由開業医制と患者のフリーアクセスに一定の制
約を課し、医療の効率化を図ろうとするものといえる。しかし、そうした医療供給体制の再
編が都道府県の主導でできるであろうか。また、そうした再編が果たして自由開業医制とフ
リーアクセスに取って代わるほどの効果的なシステムであろうか。
この改革案は社会保障制度改革国民会議において事務局と一部委員から提案されたが、唐
突の感は否めない。その案が国民会議で十分な審議を経たものであるのかどうかも疑問であ
る。社会保障の地域化がヨーロッパ諸国において進展していることやスウェーデンやイギリ
スにおける医療供給システムの地域化等の影響が感じられるが、こうした案が突然提示され
た背景として、先の国保の都道府県化を進める支援としての意図があるのかもしれない。い
ずれにしても十分な検討が必要であろう。
また、70 ～ 74 歳の患者一部負担を本則どおり２割に引き上げることが提示された。これ
については、2006 年改革で患者一部負担が改定され、08 年度から 70 ～ 74 歳について 1 割
負担から２割負担に引き上げることとされていたが、07 年秋に行われた参院選挙で自民・公
明の与党が大敗したため、高齢者の離反を恐れて１割負担のまま据え置き、2,000 億円の補
正予算を計上するという措置が講じられた。この特別措置は、その後政権が民主党に代わっ
ても変わらず、自公政権に戻ってからも継続され、その間に 1 億 2,000 万円の国庫が費やさ
れてきた。先のデフレ時におけるマクロ経済スライド制の対応と並んで、まさに日本の社会
保障における政治リスクの大きさを示している。この是正を求めたことは、国民会議の良識
を示すものといえよう。
(10) 堤修三「柹木庵通信２」2011 年５月から示唆を得た。
社会保障改革の行方
— 14 —
（3）子ども・育児、若齢者の支援策
社会保障制度改革国民会議の検討では「少子化対策」として、子どもや子育てに対する支
援、ワークライフバランスなどが大きな課題とされていた。高齢者に偏った社会保障を全世
代型に改めることが提案され、それを具体化するものとして、子ども・子育て支援の強化が
論じられた。そこでの議論は広がりにおいても深さにおいても新鮮なものが感じられた。し
かし、報告書では、子どもの発達初期の環境整備、待機児童の解消と学童保育の充実化、妊
娠・出産・育児の連続的支援策の強化、ワークライフバランスなどが論じられているが、具
体的な提案が少なかった。
その大きな要因として、予算規模の拡大がきわめて難しいという状況があったように思わ
れる。日本の子ども・家族等への費用は、対 GDP 比でわずか 0.8％であり、３％台にあるス
ウェーデン、フランス、イギリス等に比べてきわめて低い水準にとどまっている。国民会議
だけではなく各方面から子ども・子育て対策の充実化が求められているが、それに振り向け
られる費用は低いままである。2014 年から消費税率の８％への引き上げが決まったが、それ
による税収入の増加分は、国民年金の国庫負担分（３分の１から２分の１への引上げに対応）
と高齢者三経費にあてる費用でほとんどが費やされ、社会保障改革の大きな眼目であった子
ども・子育てへの新規事業に対しては税収増加分の７％程度（3,500 億円）があてられるに
とどまるものといわれている。
おわりに
以上、ヨーロッパの改革の動向をみたうえで、日本の社会保障改革の動向について述べて
きた。確かに、社会保障・税一体改革関連法の制定、社会保障制度改革国民会議の検討等を
通じて、社会保障の機能強化が図られている。しかし、依然として高齢者対策に大きく傾斜
した制度体系が維持され、全世代型の社会保障制度への移行は程遠い状況にある。ヨーロッ
パ諸国の動きに比べると、労働分野と関連した社会保障のダイナミックな制度改革、とくに
若い世代に対する多様な生活支援策の展開、貧困者・障害者等への対応策の強化等において
明らかに見劣りがする。労働のよる生活保障機能の後退に対して社会保障の機能強化は十分
に図られていないといってよい。財源調達を含めてさらに幅広い対策が必要である。
 ＜了＞
